
（平成２１年１２月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 13 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 28 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 17 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡国民年金 事案 1723 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年９月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年９月から 61年３月まで 

私は、昭和 53 年３月に国民年金に任意加入し、61 年４月に第３号被保険

者制度ができるまでの期間について、１か月も欠かさず国民年金保険料を

納付してきた。私の納付記録を見ると、申立期間の７か月間が未納となっ

ているが、私の国民年金保険料は私の夫が納付書により納付しており、申

立期間は、家族の病気や事故なども無く、経済的には困っていなかったの

で、申立期間の保険料を納付していたはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされているのには納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53 年３月に国民年金に任意加入後、61 年４月からの第３号

被保険者に該当するまでの期間について、申立期間を除き、国民年金保険料を

すべて納付している上、複数回にわたる住所変更手続及び種別変更手続をほぼ

適切に行っており、申立人の国民年金制度への理解の深さがうかがえる。 

また、申立期間は７か月と比較的短期間である上、当該期間において、申

立人には住所の変更は無いなど、当時の生活状況に大きな変化は認められず、

当該期間直前の国民年金保険料は納付済みであることなどを考慮すると、申立

人は、当該期間の国民年金保険料を継続して納付していたものと考えるのが自

然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1724 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年９月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年９月 

私は、昭和 38 年１月から、Ａ市の厚生年金保険適用事業所に住み込みで

働いていたが、同年９月ごろ、Ｂ市の実家の家業が忙しくなったので、そ

の事業所を辞めてＢ市に帰ってきた。 

厚生年金保険料は昭和 38 年８月分まで納め厚生年金保険の書類を店から

もらって同年 10 月ごろ、社会保険事務所で国民年金の手続をしたと思う。

その時に、１か月分不足したのではないかと思うが、後年、郵便局で国民

年金保険料を納めている時に、「少し未納期間があるので、その分の国民

年金保険料を納めて年金を満額もらった方がいいですよ。」と言われた記

憶がある。 

間違いなく未納期間の国民年金保険料を納めているので、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間について申立期間を除き国民年金保険料をす

べて納付するなど保険料の納付意識は高かったものと考えられる上、申立期間

は１か月と短期間である。 

また、申立人は、国民年金を満額受給するため、未納となっている期間の

国民年金保険料を納付したと供述しているところ、社会保険庁の記録では、昭

和 50年 11月に 38年３月の１か月分が特例納付され、平成 19年に厚生年金保

険の記録追加により同１か月分が還付されていることが確認できるが、特例納

付された保険料が１か月分であることを考慮すると、申立人が昭和 50 年に特

例納付を行ったのは、厚生年金保険の期間を確認の上で、申立期間について納

付したものと考えるのが自然であり、行政側の記録管理の不備がうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



  

福岡国民年金 事案 1725 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 45年４月から 46年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 22年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45年４月から 46年３月まで 

         ② 昭和 53年４月から 54年３月まで 

申立期間①については、夫と一緒に国民年金保険料を納付しており、夫

が納付済みとなっているのに私の保険料が未納となっている。 

申立期間②については、夫婦共に国民年金保険料は未納となっているが、

当時、国民健康保険料と一緒に納付しており、国民健康保険料に未納がな

いので国民年金保険料も未納はない。 

両申立期間について国民年金保険料が未納とされることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、「夫が、自身の国民年金保険料と私の

保険料を併せて納付していた。」と主張しているところ、社会保険庁のオンラ

イン記録により、申立人の夫については、当該期間の国民年金保険料は納付済

みとされている上、Ａ市役所が保管する国民年金被保険者名簿の記録によれば、

申立人及びその夫の国民年金保険料の納付日が確認できる昭和 44 年４月から

53 年３月までの期間において、当該期間を除き、ほぼ同一日に納付されてい

ることが確認でき、基本的に夫婦一緒に保険料を納付していたものと推認され

ることを勘案すると、申立人の夫が申立人の当該期間に係る国民年金保険料を

納付していたと考えるのが自然である。 

一方、申立期間②については、Ａ市役所が保管する申立人に係る国民年金

被保険者名簿の昭和 52年度の納付記録備考欄に「52 12／13督促状」及び 53

年度の同欄に「３／13 督促状」と記載されているとともに、申立人の夫の国

民年金被保険者名簿の両年度の納付記録備考欄にも申立人と同様の記載が確認



  

できる上、申立人の夫も当該期間の国民年金保険料は未納となっていることを

踏まえると、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していたものとは考え

にくい。 

また、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 45年４月から 46年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1593 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険第３種被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人のＡ社Ｂ事業所（現在は、Ｃ社Ｄ事業所が継承）における申立期間の厚生

年金保険被保険者資格の種別に係る記録を第１種から第３種に訂正することが

必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の第３種被保険者としての厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 15年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 26年１月 15日まで 

私は、昭和 18年 12月にＥ工業学校を繰上卒業した後、19年１月にＡ社

Ｂ事業所に入社し、26年１月に同事業所を退職するまで坑内業務（機械担

当）に従事していた。 

社会保険事務所の厚生年金保険の被保険者記録では、申立期間について、

第１種被保険者（坑外勤務）とされているので、第３種被保険者（坑内勤

務）に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が名前を挙げる同期入社の同僚及び社会保険事務所が保管するＡ社Ｂ

事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」とい

う。）に被保険者記録が確認できる同僚の二人は、いずれも「申立人と一緒に

坑内業務に従事し、申立人は機械担当であった。」と供述しており、申立人は、

申立期間において同事業所の坑内業務（機械担当）に従事していたものと認め

られる。 

 また、Ｃ社Ｄ事業所は、「当時の人事記録等の関連資料は無いが、厚生年金

保険の種別分類方法について、採炭、坑内機械・電気などは坑内作業に分類さ

れており、申立ての業務に従事していれば厚生年金保険の第３種被保険者に該

当する。」と回答している。 



  

さらに、社会保険庁のオンライン記録（被保険者記録照会回答票）によれ

ば、申立期間当時、申立人及び同僚が申立人と一緒に坑内業務に従事していた

とする申立人の直属の上司である機械担当係長（第３種被保険者期間 昭和

19 年 10 月１日から 29 年１月１日まで）、別の部署の機械担当係員（同 昭

和 20年４月 20日から 47年１月 25日まで）及びさらに別の部署の機械担当係

員（同 昭和 20年４月１日から 43年９月１日まで）は、いずれも申立期間に

おいて厚生年金保険の第３種被保険者であることが確認できるとともに、申立

人と前記後者の機械担当係員及び同期入社の申立人と同一部署の採炭担当係員

（坑内業務）の標準報酬月額には大きな違いは認められない。 

加えて、上記の被保険者名簿に被保険者記録が確認できる同僚は、「昭和

37 年か 38 年ごろ申立事業所において当該事業所の従業員の被保険者種別の見

直しが行われた。」と供述しており、調査した申立人の上司及び同僚 10 人の

うち４人について、被保険者名簿による第３種被保険者期間が訂正されている

ことが確認でき、当時、事業所において正確な被保険者種別の届出が行われて

いなかったものと考えられる。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険第３種被保険者として厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該事業所は、関連資料が無く不明であるとしているが、厚生年金保険被

保険者資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保険事務所が申立人

に係る記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所に

第３種被保険者資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る昭和 19年 10月から 25年 12月までの第３種被保険者

としての保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る

申立期間の第３種被保険者としての保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1594 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 36年１月 20日に厚生年金保険被保険者資格を喪失

した旨を社会保険事務所に対して行ったことが認められることから、申立人に

係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、5,000 円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 18年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年１月 20日から 36年１月 20日まで 

社会保険事務所の記録によると、Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年

金保険被保険者資格の喪失日が昭和 35 年１月 20 日となっているが、同社

には 36 年１月まで勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する申立人に係る「失業保険被保険者資格喪失確認通知書」に

より、申立人は、申立期間において同社に継続して勤務し、昭和 36 年１月に

同社を退職したことが認められる。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿によれば、申立人は、昭和 35年１月 20日に厚生年金保険の被保険者資格を

喪失しているにもかかわらず、同年 10 月１日に申立人に係る標準報酬月額の

定時決定が行われていること、及び当該資格喪失に係る処理が喪失日から約１

年後の 36年２月 13日に行われていることが確認できる。これらの記録を前提

とすると、申立人が 35年１月 20日に資格喪失した旨の届出を事業主が行った

とは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 36 年１月 20 日に

厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対して行っ

たことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の社会保険事務所にお

ける昭和 34 年 12 月及び 35 年 10 月の定時決定の記録から、5,000 円とするこ

とが妥当である。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1595 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成元年 12 月について、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 26 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年５月１日から平成 13年１月１日まで 

社会保険事務所において厚生年金保険の加入記録を確認したところ、年

金記録は間違いないとの回答であった。しかし、私が所持している給与明

細書の給与額は社会保険事務所で記録されている標準報酬月額と異なって

いるので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき標準報酬月額を訂正又は決定し、これに基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる保険料額及び申立人の報酬月額に基づく標準報酬月額の範囲内で

あることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が所持する家計

簿において確認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間のうち、平成

元年 12月は 26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、申立事業所の事業主は「資料が無いので分からない。」と回答して



  

おり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無い

ことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 55 年５月から 57 年 12 月までの期間、58 年２月か

ら平成元年 11 月までの期間、２年１月から同年６月までの期間、同年８月

から同年 11 月までの期間、３年１月から７年１月までの期間及び同年３月

から 12 年 12 月までの期間の標準報酬月額については、社会保険事務所で

記録されている標準報酬月額が、申立人が所持する給与明細書における報

酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と同額、又は超える額であ

ると認められることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 

 

３ 申立期間のうち、昭和 58年１月、平成２年７月、同年 12月及び７年２月

の標準報酬月額については、申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給

料明細書等の資料が無い。 

また、事業主は、「当時の関係資料を保管していない。」と回答してい

ることから、当該期間における厚生年金保険料の控除額を確認することが

できない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が当該期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1596 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（後継事業所は、Ｂ社）Ｃ事業所

における資格喪失日に係る記録を昭和 39 年５月１日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を２万 4,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生  

    住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月 30日から同年５月１日まで 

私は、昭和 38年７月 25日から 45年９月 20日までＡ社に継続して勤務し

ていたので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

公共職業安定所の雇用保険被保険者記録及び複数の同僚の供述から判断す

ると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 39 年５月１日にＡ社Ｃ事業所か

ら同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所におけ

る昭和 39 年３月の社会保険事務所の記録から、２万 4,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ｂ社は、「根拠となる資料等が無いので、不明である。」と回答してい

るが、事業主が資格喪失日を昭和 39 年５月１日と届け出たにもかかわらず、

社会保険事務所がこれを同年４月 30 日と誤って記録するとは考え難いことか

ら、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係

る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 1597 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

取得日に係る記録を昭和 36 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年５月１日から同年９月１日まで 

Ｃ社で泥炭の洗浄・分別の作業を行っていた。昭和 36 年ごろは作業現場

がＤ町からＥ市（現在は、Ｆ市Ｇ区）に移転した時期で、Ｄ町の作業現場

の撤収と新しい作業現場の準備に責任者として従事していた。44 年２月ま

で継続して勤務しており、途中で所属先が変わったことは知らなかった。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社が提出した稟
りん

議書「退職並びに退職金支給について」の記載内容（発

議社名は、Ａ社）及び社会保険事務所が保管するＣ社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿により名前が確認できた同僚二人の供述から判断すると、申

立人がＣ社及び同社の関連会社であるＡ社に継続して勤務し（昭和 36 年５月

１日にＣ社からＡ社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 36

年９月の社会保険事務所の記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は資料が無く不明であるとしているが、雇用保険及び

厚生年金保険の記録における資格取得日が同じであり、公共職業安定所及び社

会保険事務所の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難いことから、

当該社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る昭和 36 年５月から同年８月までの保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 1598 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成５年 11 月から６年

10 月までの期間は 32 万円、同年 11 月から７年４月までの期間は 30 万円、同

年５月から８年５月までの期間は 32 万円、同年６月は 28 万円、同年７月は

32万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年 11月１日から８年８月 11日まで 

社会保険事務所の記録では、申立期間における標準報酬月額は 13 万

4,000 円又は 14 万 2,000 円となっているが、Ａ社の給与支払明細書に基づ

く報酬月額は 30 万円前後となっているので、申立期間における標準報酬月

額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間における標準報酬月額の相違について申し立てている

が、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬

月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準

報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が提出した給与支

払明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額から、平成５年 11 月

から６年 10 月までの期間は 32 万円、同年 11 月から７年４月までの期間は 30

万円、同年５月から８年５月までの期間は 32万円、同年６月は 28万円、同年

７月は 32万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



  

ては、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の

事業主に照会しても回答が得られないが、給与支払明細書において確認できる

報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所で記録され

ている標準報酬月額が、平成５年 11 月から８年７月までの長期間にわたり一

致していないことから、事業主は、当該期間において給与支払明細書で確認で

きる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1599 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、Ａ社Ｂ支店（社会保険事務所の記録に

よれば、Ａ社支店）における資格取得日に係る記録を昭和 24年９月 30日に訂

正し、当該期間の標準報酬月額を 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24年９月 30日から 25年７月１日まで 

              （Ａ社Ｂ支店） 

             ② 昭和 25年８月 31日から 26年１月１日まで 

              （Ａ社Ｂ支店） 

             ③ 昭和 27年６月１日から 28年３月１日まで 

              （Ｃ社） 

Ｄ市にあるＡ社本社から同社Ｂ支店へ転勤し、会社が倒産した後も、同

じ社名で同じ仕事を続けていたので、厚生年金保険の記録が続いているは

ずである。自分が設立したＥ社に勤め始めるまでは厚生年金保険の被保険

者期間に途切れは無いはずなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、社会保険事務所が保管するＡ社本社及び同社Ｂ支

店に係る厚生年金保険被保険者名簿により名前が確認できた同僚二人の供

述などから判断すると、申立人は同社に継続して勤務し（昭和 24 年９月 30

日にＡ社本社から同社Ｂ支店に異動）、申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店にお

ける昭和 25 年７月の社会保険事務所の記録から、5,000 円とすることが妥



  

当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、Ａ社Ｂ支店は既に厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなっており、事業主も既に死亡していることから、当時の事情を聴取

することはできず、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間②については、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社Ｂ支店は昭

和 25 年８月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、社会

保険事務所が保管する同社同支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿では、申立人を含む 11 人が、同日に同社同支店における厚生年金保険被

保険者資格を喪失していることが確認できる。 

また、申立期間②においてＡ社本社の健康保険厚生年金保険被保険者記

録を有する同僚は、「Ａ社は、合計２回会社を整理しているが、その１回

目が昭和 25 年８月だった。会社は不渡りを出し、銀行５行の指示の下、会

社整理の手続に入り、支店はすべて閉鎖した。その上で本社のみ銀行の指

示の下、営業を続けた。自分はそのころは経理関係の仕事をしていた。支

店は独立採算ではあったが、本社・支店の関係なので、本社で管轄してい

る立場であった。当時はまだ入社したばかりのころで、はっきり控除して

いないという断定ができるものではないが、本社が支店を閉鎖している中

で、支店の元社員について厚生年金保険料の控除だけを続けているという

ことは考え難い。」と供述しており、申立人と同日に同社Ｂ支店における

厚生年金保険被保険者資格を喪失している同僚は、「Ａ社Ｂ支店は昭和 25

年８月に倒産した。その後自分は行っていないが、申立人を含む他のメン

バーは全員で公共職業安定所に出向き、失業保険をもらっていたらし

い。」と供述している。 

  さらに、上記のとおり、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社Ｂ支店は既

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主も既に死亡し、

労務担当者も特定できないことから、当時の事情を聴取することはできず、

申立期間②における勤務実態及び事業主による厚生年金保険料控除の事実

について確認することができない。 

加えて、申立人は申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておら

ず、このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい



  

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

３ 申立期間③については、社会保険事務所の記録によれば、Ｃ社は昭和 27

年６月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、社会保険事

務所が保管する同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立

人を含む８人が同日に同社における厚生年金保険被保険者資格を喪失して

いることが確認できる上、申立人については、健康保険証の返納の記録が

確認できる。 

  また、申立人は申立期間③後にＥ社における厚生年金保険被保険者記録を

有するが、法務局が保管する同社の閉鎖されている法人登記簿謄本によれ

ば、同社の会社成立日は申立期間③中の昭和 27 年 12 月８日であり、また、

申立人の供述及び社会保険事務所が保管する同社の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿により、申立人は、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当

することとなった 28 年３月１日から「事業主」と記録されていることから

判断すると、同社成立当初から申立人は代表取締役であると認められるこ

とから、申立期間③のうち、少なくとも同年 12 月８日以降は、申立人がＣ

社に勤務していなかったものと思われる上、申立人と同日に同社における

厚生年金保険被保険者資格を喪失している同僚は、「会社が倒産したのは、

昭和 27 年６月くらいだったと思う。その後倒産処理の手続をしていた期間

もあったが、申立人はそこには姿を現さなかった。」と供述している。 

  さらに、上記のとおり、社会保険事務所の記録によれば、Ｃ社は厚生年金

保険の適用事業所ではなくなっており、事業主及び事務担当者も死亡して

いることから、申立期間③における勤務実態及び事業主による厚生年金保

険料控除の事実について確認することができない。 

加えて、申立人は申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておら

ず、このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間③に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1600 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を５万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：    

    生 年 月 日  ： 昭和 53年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 15年４月 18日 

社会保険事務所に厚生年金保険の記録照会を行ったところ、事業主の事

務手続の不手際により、平成 15 年４月 18 日に支給された賞与の記録が無

いことが分かった。 

勤務先のＡ社で賞与から厚生年金保険料の控除はされており、事業主も

社会保険事務所への賞与支払届を提出していないことを認めているので、

申立期間の標準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管している平成 15 年分の賃金台帳の記録により、申立人は、同社

から同年４月 18 日に賞与の支払いを受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、当該賃金台帳から、申立人は６万 1,000 円の賞与支給を受けている

が、賞与から控除されている厚生年金保険料は 3,410円であり、これは５万円

の標準賞与額に見合う額であることが確認できる。  

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、当該賃金台帳に



  

おいて確認できる申立期間に係る厚生年金保険料控除額から、５万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立てに係る賞与支払届を提出していなかったことを認めて

おり、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1601 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における厚生年金保険被保険者資格

取得日に係る記録を昭和 48年 10月１日に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 10月１日から同年 10月２日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社Ｄ支店

から同社Ｃ支店に異動した際の申立期間に係る被保険者記録が無いとの回

答があった。被保険者記録に１日の空白期間が生じているのは納得できな

いので、申立期間の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険被保険者記録、Ｂ社が発行した申立人に係る在籍証明書及び同社

の回答から判断すると、申立人は申立期間においてＡ社に継続して勤務（昭和

48 年 10 月１日にＡ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）していたことが認められ

ることから、申立人の同社Ｃ支店における厚生年金保険被保険者資格取得日は

昭和 48年 10月１日と認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1602 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ公社(現在は､Ｂ社）Ｃ事務所にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 25 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 3,500円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和６年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25年４月１日から同年 10月１日まで 

Ａ公社Ｃ事務所に勤務していた期間の厚生年金保険の加入記録を確認し

たところ、昭和 25 年４月１日に入社したにもかかわらず、厚生年金保険被

保険者資格の取得日が同年 10月１日となっていた。 

Ｂ社が保管する人事カード及び私が所持する社員名簿から、私が申立期

間中も同社で勤務していたことは明らかである。また、同期で入社した同

僚には昭和 25 年４月１日から厚生年金保険に加入した記録が有るので、私

の厚生年金保険の加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する人事カード及び申立人と同期に入社した同僚の供述により、

申立人は、申立期間においてＡ公社Ｃ事務所に正社員として勤務していたこと

が認められる。 

また、Ｂ社は、「特定の一部の社員を厚生年金保険に加入させないという

処理をすることはなかった。」と回答している上、申立人と同期に入社した複

数の同僚が昭和 25 年４月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得している

ことが確認できる。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 



  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ公社Ｃ事務所にお

ける昭和 25年 10月及び同期入社の同年齢の同僚の同年４月の社会保険事務所

の記録から、3,500円とするのが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1726 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年４月から 11 年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生  

    住    所 ：   

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年４月から 11年３月まで 

申立期間の国民年金保険料が未納となっているが、当時は学生で、申請免

除手続のはがきが自宅に届き、毎年、免除の申請を行っていた。 

申立期間の前後は申請免除の記録になっているのに、申立期間の国民年

金保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の免除申請を行っていたことを示す関連資料（日記等）

は無く、申立期間の合計３回に及ぶ国民年金保険料の免除申請手続において、

行政側がいずれもこれを誤って記録しなかったとは考えにくい上、社会保険庁

のオンライン記録において、申立期間のほか、申立人が平成 13 年１月に厚生

年金保険被保険者資格を取得した直前の 12年４月から同年 12月までの期間の

国民年金保険料が未納の記録となっていることが確認できるなど、ほかに申立

期間の国民年金保険料が免除されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

また、Ａ市役所が保管する申立人に係る電子記録において、申立期間直前

の平成７年４月から８年３月までの期間、及び申立期間直後の 11 年４月から

12 年３月までの期間の国民年金保険料は申請免除の記録となっているが、申

立期間の国民年金保険料は、未納の記録となっていることが確認でき、これら

の記録は、いずれも社会保険庁のオンライン記録と一致している。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めるこ

とはできない。 



  

福岡国民年金 事案 1727 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年４月から同年 10 月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成５年４月から同年 10月まで 

私の大学生時代の国民年金保険料は両親が納付することができず、その後、

自宅に２年分の保険料納付書がまとめて送られてきていた。 

その当時は一人暮らしをしていたため、国民年金保険料の納付書には社

会人になる前に気付いた。社会保険事務所に確認すると、保険料は２年分

さかのぼって納付できることを聞き、平成７年４月から給与で納付期限が

近づいているものから順に保険料を納付し、賞与時にはまとめて保険料を

納付した。将来の年金額が減額されたくなくて、あわてて保険料を納付し

たのを憶
おぼ

えている。 

国民年金保険料は、最初、自分が勤めている銀行で納付していたが、す

ぐに郵便局に保険料を納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自ら国民年金の加入手続は行っておらず、平成７年４月から時

効にかかっていない期間の国民年金保険料を自ら納付したと主張しているとこ

ろ、申立人の国民年金手帳記号番号は、その手帳記号番号の前後の記号番号の

払出時期から見て、同年 11 月ごろに払い出されていること、及び社会保険庁

のオンライン記録により、申立人は申立期間直後の５年 11 月から６年８月ま

での国民年金保険料を７年 12 月から納付し始めていることが推認され、この

時点においては、申立期間は時効により国民年金保険料を納付することができ

ない上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

また、申立人の父親が、申立人及びその弟の国民年金への加入手続を一緒



  

に行ったと供述していること、並びに申立人の父親は、申立期間に係る保険料

の納付状況についての記憶は明確でないものの、社会保険庁のオンライン記録

により、申立人が過年度納付したとする申立期間直後の平成５年 11 月から７

年３月までの期間において、申立人とその弟に係る国民年金保険料納付日は、

ほぼ同一の納付日となっていることが確認できることから、申立人及びその弟

の国民年金保険料は父親が同時に納付していたことが推認され、同オンライン

記録において、申立期間は申立人の弟についても未納の記録となっていること

を踏まえると、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

まで推認することは難しいものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1728 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年９月から 58 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 22年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 55年９月から 58年７月まで 

 結婚後は、妻が、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付しており、

申立期間の国民年金保険料は、納付書によりＡ信用金庫Ｂ支店で納付した。 

申立期間について、妻の国民年金保険料は納付済みとなっているのに、

私の国民年金保険料が未納とされていることに納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 43年 11月にＣ市において払い出されており、

Ｃ市役所が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿において、申立人が

49 年９月にＤ市に転出した記録は確認できる。一方、同被保険者名簿、申立

人が所持する国民年金手帳及び社会保険事務所が保管する特殊台帳のいずれに

おいても、その後の申立人の住所変更記録は確認できないことを踏まえると、

申立人が、申立期間当時において、国民年金の住所変更手続を行っていること

をうかがわせる事情は見当たらない。また、上記の払出簿の申立人に係る記号

番号の異動内容欄において、｢57.３.18 不在｣と記録されていることが確認で

きるなど、申立期間当時は、申立人の所在が不明のため国民年金保険料の納付

書が発行されず、当該期間の国民年金保険料は納付できなかったものと考えら

れる。 

さらに、申立人は、昭和 55 年８月 24 日にＡ市役所においてＥ市からの転

入手続をした際に、国民年金の切替手続も一緒にしたと思うと供述しているが、

当該手続を行ったことについての申立人及びその妻の記憶は定かでない上、申

立期間の国民年金被保険者資格得喪記録は、平成 17 年２月２日に追加訂正さ

れていることが確認できることを踏まえると、当該転入届出の時点において国



  

民年金への切替手続を行ったものとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立期間の国民年金保険

料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1729 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年７月から 63 年９月までの国民年金保険料については、    

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生  

    住    所 ：  

                          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年７月から 63年９月まで 

国の出先機関に勤務していた私の母が、私の 20 歳からの国民年金保険料

をきちんと納付していたと聞いている。 

現在、母は高齢のため当時の記憶は無く書類等も残っていない。 

私は、母が私の国民年金保険料を納付していたと信じており、今更、証拠

となるものを探すことも困難であるが、泣き寝入りするのも我慢できず、

このままでは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、平成元年４月に払い出されていること

が推認され、それ以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情は見当たらない上、国民年金手帳記号番号が払い出された時

点では、申立期間の大部分は時効のため、さかのぼって納付することもできな

い期間である。 

また、申立人の母親が申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、日記等）が無い上、申立人自身は国民年金の加入手続及び

保険料納付に関与しておらず、申立期間における国民年金の加入状況、保険料

の納付状況は不明であり、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 1730 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 39 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年３月まで 

私は、昭和 39 年＊月＊日に長男を出産したのを機に、国民年金の重要性

を痛感したので、同年３月に国民年金の加入手続をした。 

その時、窓口担当者から「昭和 36 年にさかのぼって国民年金保険料を一

括納付すれば、最初から加入していることになります。今ならそれができ

ます。」と言われたので、昭和 36 年４月にさかのぼって国民年金保険料を

一括納付し、国民年金手帳をもらった。 

昭和 39 年３月からは、国民健康保険料と一緒に納付していたので、申立

期間の国民年金保険料を納付していたものと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 42 年４月にＡ市において夫婦連番

で払い出されており、それ以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出された事

情は見当たらない上、社会保険庁の特殊台帳により、申立人は、国民年金加入

手続直後の同年４月 21 日に、41 年４月から 42 年３月までの国民年金保険料

を一括納付するとともに、同年４月 28 日に、39 年４月から 41 年３月までの

保険料を過年度納付していることが確認できるが、申立期間については、時効

により保険料を納付することができなかったと考えられる。 

また、申立人が、申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（日記、家計簿等）が無く、申立人の夫の国民年金保険料も申立人

と同様に、昭和 39 年４月から納付済みの記録になっていることが確認できる

など、ほかに申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 1731 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年３月から 47 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年３月から 47年４月まで 

私は 20 歳前からあちこちの会社で厚生年金保険に加入していたが、脱退

手当金を受給して会社を辞めたので、昭和 47 年に国民年金に加入した。加

入手続は母がしてくれたが、その時、母から 20 歳からの国民年金保険料を

現金でまとめて納めたと聞いている。 

私は国民年金を満額受給できるものと思って安心していたところ、受給が

始まると満額ではないので、社会保険事務所で確認すると、昭和 47 年から

の納付となっていて、20 歳からの約８年間が未納と聞かされて驚いている。   

申立期間の国民年金保険料を納めたものと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年５月にＡ市において払い出さ

れていることが確認でき、それ以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない上、同年５月当時、申立人の夫

は厚生年金保険の被保険者であったことから、申立人は国民年金の任意加入被

保険者となり、制度上、国民年金保険料をさかのぼって納付することはできな

かったと考えられる。 

また、社会保険庁のオンライン記録によれば、申立人は昭和 36 年８月から

41 年３月までの厚生年金保険被保険者期間について 42 年 11 月 27 日に脱退手

当金を受給していることが確認できるが、脱退手当金を受けた期間は、国民年

金の被保険者となることはできず、さかのぼって国民年金保険料を納付するこ

ともできない。 

さらに、申立人の母親が申立人の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、日記等）が無い上、申立人自身は国民年金の加入手続及



  

び保険料納付に関与しておらず、申立期間における国民年金の加入状況、保険

料の納付状況等が不明であり、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付してい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1732 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

私は、昭和 35 年の春にＡ市（現在は、Ｂ市Ｃ区）に自分の店を開店した

が、当時周りの店主達の話は、自営業者には社会保険も厚生年金保険も無

いので不安だとの話題が常であった。 

昭和 36 年から国民年金制度が始まることを知り、発足時にＡ市役所で自  

ら加入手続をした。加入後の 37 年か 38 年ごろ、前の店で火災が起こり、

その店の荷物を預かってあげた際の混乱の時に国民年金手帳が無くなり、

直ちに役所へ年金手帳の再発行を願い出たが、記録は管理されているので

再発行はできないと言われた。何度も頼みに行ったが答えは同じであった。

そこまで言われると信じるしかなかった。 

その後、申立期間の国民年金保険料が未納となっていることを知った。申

立期間の保険料を納付したのは間違いないので記録訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 41 年９月にＡ市Ｄ区で払い出され

ていることが確認でき、それ以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情は見当たらない上、国民年金手帳記号番号が払い

出された時点では、申立期間の大部分は時効により国民年金保険料を納付する

ことができない期間である。 

また、申立人は昭和 37 年か 38 年ごろ自分の店の前の店で火災が起こり、

その店の荷物を預かってあげた際の混乱で国民年金手帳を紛失したと供述して

いるが、同市Ｅ消防署によると、申立人が居住する地域では 31年から 41年ま

での間に火災は無く、42 年に前の店の火災が記録されていることから、申立

人が国民年金の加入時期を誤認している可能性がうかがわれる。 



  

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、日記等）が無い上、国民年金への加入手続及び保険料の

納付に関する申立人の記憶は明確ではなく、ほかに申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1733 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 52 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 11年生  

    住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 52年２月まで 

昭和 52 年３月から 57 年８月まで国民年金保険料を納付した記録があるに

もかかわらず、社会保険事務所から、国民年金の受給資格が無いと言われ

た。   

受給資格が発生しないのに、国民年金に任意加入するはずがなく、納付金

額を書いたメモもあるので、申立期間の国民年金保険料については、第２

回特例納付実施期間に納付していると思う。 

調査の上、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを認めてもらい

たい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録から、申立人の国民年金手帳記号番号が昭和 52 年３

月に払い出され、申立人の任意加入の国民年金被保険者資格が同月 14 日に取

得されていることが確認できるところ、申立人が加入手続を行った時点から国

民年金の被保険者とされ、申立期間は国民年金の未加入期間とされたことから、

申立人は申立期間の国民年金保険料をさかのぼって納付することはできなかっ

たものと考えられる上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人は、「納付金額が記載されているメモ書きを所持しており、

当該金額の範囲内で申立期間の国民年金保険料を特例納付している。」旨を主

張しているところ、国民年金の任意加入者は、制度上、国民年金保険料を特例

納付することはできないものと考えられるほか、当該金額は、第２回特例納付

又は第３回特例納付により申立期間の国民年金保険料を納付するのに必要な金

額とは一致しない上、当該金額が国民年金保険料であることの確認もできない。 



  

さらに、社会保険事務所が保管する国民年金収納通知書及び国民年金保険

料領収済通知書綴
つづ

りにおいて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

たことをうかがわせる記録は確認できない。 

加えて、申立人は、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況についての

記憶が明確でなく、申立期間の国民年金保険料の納付状況等が不明である上、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付したこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1734 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53年４月から 54年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 11年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から 54年３月まで 

申立期間については、夫婦共に国民年金保険料は未納となっているが、

当時、国民健康保険料と一緒に納付しており、国民健康保険料に未納がな

いので国民年金保険料が未納とされることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料については、国民健康保険料と一緒

に納付しており、国民健康保険料に未納がないので国民年金保険料についても

納付したと主張しているが、Ａ市役所が保管する申立人に係る国民年金被保険

者名簿の昭和 52 年度の納付記録備考欄に「12／13 督促状」及び 53 年度の同

欄に「３／13 督促状」と記載されているとともに、申立人の妻の国民年金被

保険者名簿の両年度の納付記録備考欄に申立人と同様の記載が確認できる上、

申立人の妻も申立期間の国民年金保険料については未納とされており、申立人

が申立期間の国民年金保険料を納付していたものとは考えにくい。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納

付していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1735 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和45年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年２月及び同年３月 

国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申立期間の保険料を納付

した記録は確認できなかったとの回答をもらった。 

しかし、申立期間の国民年金保険料については、母が自身の保険料と私の

保険料を一緒に集金人に納付した記憶があるので回答に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その母親が集金人に納付

したと主張しているが、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出

簿により、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 45 年 10 月 27 日に払い出

されていることが確認でき、この時点では、申立期間の保険料は過年度納付に

よらなければ納付することができず、集金人に保険料を納付することはできな

かったものと考えられる。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人には別の国民年金手

帳記号番号が昭和 36 年ごろに払い出されていること、及び当該手帳記号番号

により同年４月から同年８月までの国民年金保険料が納付されていることは確

認できるものの、申立人は、37 年２月 14 日に厚生年金保険被保険者資格を取

得し、38 年６月 30 日に同資格を喪失しており、同日から 45 年１月までの期

間に公的年金制度に加入していた形跡がうかがわれないことを踏まえると、当

該手帳記号番号で申立期間の保険料を納付したとは考え難い。 

さらに、申立人は申立期間の国民年金保険料の納付に関与しておらず、申

立期間の保険料を納付したとする申立人の母親は既に死亡しており、申立期間

の保険料の納付状況は不明である上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 1736 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45年２月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 21年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年２月から 51年３月まで  

申立期間当時は、Ａ市役所の集金人が国民年金保険料を集金して回ってお

り、私の自宅兼店舗に来た集金人に、妻が、夫婦二人分の国民年金保険料

を納付していたが、申立期間について妻の国民年金保険料は納付済みと

なっているのに、私の保険料が未納の記録となっているのは納得できない。 

家業の経営は順調で収入も安定していて、国民年金保険料を納付できな

いような状況ではなかった。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年４月に払い出されていること、及び申立

人が所持する年金手帳により、当該年金手帳は同年５月 29 日に発行されてい

ることが確認でき、この時点では、申立期間の大部分は時効により国民年金保

険料を納付することができない上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、Ａ市Ｂ区役所が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿の納付

記録等欄に「付加納付 50 年５月 29 日」の押印が確認できるものの、当該被

保険者名簿には、「加入の意志なし」及び「納入しない」の記載が確認できる

上、申立期間直後の昭和 51 年４月から国民年金保険料の納付記録が確認でき

ることを踏まえると、申立人は、同年４月から国民年金保険料を納付し始めた

ものと考えられる。 

さらに、申立人の国民年金保険料を納付していたとする妻は既に死亡して

おり、申立期間の保険料の納付状況は不明である上、申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無



  

く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1603 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①及び③について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②に係る脱退手当金を受給していないものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生  

    住    所 ：   

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年５月から 30年３月 29日まで 

  ② 昭和 30年３月 29日から 33年４月１日まで 

     ③ 昭和 33年４月１日から同年９月まで 

私が所持している昭和 61 年度年金住宅資金借入申込書には、Ａ社Ｂ礦業

所における厚生年金保険被保険者期間は、昭和 29 年５月から 33 年９月ま

でと記載されており、申立期間①及び③も同社に勤務していたはずである。 

また、申立期間②について、社会保険事務所の記録では、脱退手当金を

受給したことになっているが、同手当金を受給した憶
おぼ

えは全く無い。 

すべての申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び③については、申立人は、「Ｃ事業団あての昭和 61 年度

年金住宅資金借入申込書には、Ａ社Ｂ礦業所での厚生年金保険の被保険者

期間として、昭和 29 年５月から 33 年９月までと記載されており、当該期

間は同社に勤務していたはずである。」と申し立てている。 

しかしながら、申立人が所持する「昭和 61 年度年金住宅資金借入申込

書」に記載されている厚生年金保険の被保険者記号番号は、申立人が昭和

48 年５月 28 日に医療法人Ｄ会に勤務した際に取得した被保険者記号番号が

記載されており、社会保険事務所が保管するＡ社Ｂ礦業所の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿に記録されている申立人の被保険者記号番号とは相

違する上、Ｃ事業団の業務を継承しているＥ機構では、「申立人が所持し

ている昭和 61 年度年金住宅資金借入申込書の金融機関記入欄に記載がなさ



  

れていないのであれば、金融機関において確認がなされる以前のものでは

ないか。」と回答していることなどを踏まえると、同申込書の記載内容の

みをもって、当該期間における申立人の勤務実態を確認することはできな

い。 

また、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

事業主の所在が確認できないため供述を得ることができない上、申立人が

名前を挙げた同僚６人については当該被保険者名簿に被保険者記録が確認

できないほか、当該被保険者名簿に被保険者記録が確認できる同僚も具体

的な供述をしていないことから、当該期間における勤務実態及び事業主に

よる厚生年金保険料控除の事実について確認することができない。 

 さらに、厚生年金保険料の控除についての申立人の記憶は明確ではない

上、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

 ２ 申立期間②については、申立人は、「脱退手当金を受給した憶
おぼ

えは無

い。」と申し立てているが、社会保険業務センターが保管する申立人に係

る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及び社会保険事務所が保管するＡ

社Ｂ礦業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人に脱退手当

金が支給されていることを示す「脱退手当金支給済」及び支給されている

ことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、同事業所に係る被

保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 33 年９月 13 日に支給決定されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

 また、当該被保険者名簿において、申立人が被保険者資格を喪失した昭

和 33 年４月１日前後の期間に同資格を喪失した女性被保険者 44 人の脱退

手当金の支給記録を確認したところ、37 人に脱退手当金の支給記録があり、

そのうち、連絡が取れた二人は、「脱退手当金を請求した。」、「事業所

の代理請求により受給したのではないか。」と供述している上、当時は通

算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人についてもその委任

に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

 さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、当該

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 1604 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 10年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年５月１日から８年７月 31日まで 

私は、Ａ社の代表取締役であったが、同社における厚生年金保険被保険

者期間のうち、申立期間について標準報酬月額が 59 万円から９万 8,000 円

に減額されている。標準報酬月額の記録を実際の報酬額に見合うものに訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が代表取締役を務めていたＡ社は、社会保険庁の記録によれば、平

成８年７月 31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっているところ、

同日から約１か月半後の同年９月 13 日に、申立人の７年５月から８年６月ま

での標準報酬月額は、59 万円から９万 8,000 円に引き下げる訂正処理が行わ

れていることが確認できる。 

しかしながら、申立人は、厚生年金保険料の滞納は無く、標準報酬月額の

変更の届出を行った記憶は無いと申し立てているところ、Ａ社の指定金融機関

であるＢ社（当時は、Ｃ社）の取引明細書によれば、平成７年８月 31 日の厚

生年金保険料の口座から引き落とし以降、同保険料の口座からの引き落としが

一時中断しており、口座からの保険料の引き落としが再開されたのは、当該事

業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった時期である８年７月１日である

ことが確認できる。 

また、当該事業所の元従業員は、「当時、経営状況はよくなかった。社会

保険料の納付が遅れていたようだった。保険料が遅れていたことで社会保険事

務所の職員が会社を訪れたこともあった。保険料の納付には私は関与していな

いが社長が対応していたのではないか。」と供述している。 

さらに、社会保険庁の記録によれば、申立人は、Ａ社における厚生年金保



  

険の被保険者資格を喪失した平成８年７月 31 日に、申立人が代表取締役を務

めている別法人（Ｄ社）における被保険者資格を取得し、同社における資格取

得時の標準報酬月額は９万 8,000円で届けられていることが確認でき（処理日

は平成８年 10 月４日）、両社の代表取締役である申立人が関与せずに申立て

に係る標準報酬月額の減額処理が行われたとは考え難い。    

加えて、申立人は、平成 12 年 12 月４日に年金の裁定請求を行い、７年９

月分の年金は時効により受給できなかったものの、同年 10 月から８年６月ま

でについては、申立期間の標準報酬月額の減額処理がなされなかった場合には、

年金給付が全額停止となるところ、当該減額に伴って年金を受給していること

が確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、当該事業所の代表取締役

として自らの標準報酬月額に係る記録の減額処理に関与しているものと認めら

れ、当該月額変更処理が有効なものではないと主張することは信義則上許され

ず、申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認め

ることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1605 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年４月 30日から同年５月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた退職月に係る被保険者記録が無いとの回答があった。同社は、平

成 10 年４月 30 日に倒産したが、同日まで勤務していたことは間違いない

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立人の雇用保険被保険者記録及び同僚の供述から、申立人が

同事業所に申立期間も継続して勤務していたことが認められる。 

しかしながら、当該事業所の破産管財人である弁護士は、「平成 10 年４月

30 日まで事業所は存在していたが、あらかじめ不渡りが出ることは分かって

いたので、Ｂ事業団（現在は、Ｃ機構）の『未払賃金立替払制度』を利用する

ために、従業員を先に解雇していたはずだ。優先債権である未払賃金は、同事

業団からは８割、不足分は破産管財人で集めたお金で支払った。厚生年金保険

料については、当時、破産管財人に納付義務があるか否かは決まっていなかっ

たので、控除していない。」と供述している。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、当該事業所は平成 10 年４月

30 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、当時の事業主

は病気のため供述を得ることができないものの、申立期間当時、事業主の職務

代行者であった取締役は、「事業所を閉鎖した日が何日かは記憶に無い。当時、

主に営業の立て直しに奔走していたので、給料や社会保険関係のことは分から

ない。最後の半年は弁護士に仲立ちしてもらっていた。厚生年金保険料控除に

関しては記憶に無い。」と回答しており、申立期間における事業主による厚生

年金保険料控除の事実について確認することができない。 



  

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

 これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1606 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者又は厚生年金保険被保険

者として船員保険料又は厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 15年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年７月ごろから 23年６月 15日まで 

戦後、外地から引き揚げてきて、Ａ社に勤務する近所の人の紹介で同社に

入社した。同社では、Ｂ湾内に停泊している引揚船に水の補給を行うＣ丸

に乗船し、その後、同船がＤ海で運航する運搬船とされてからも引き続き

乗船していた。私は今でも当時の船員手帳を所持しており、同社で勤務し

ていたことは間違いないので、申立期間を船員保険又は厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する「社内通報」の記録及び申立人が所持する船員手帳の記録、

並びに社会保険事務局が保管する同事業所に係る船員保険被保険者名簿に、申

立人が名前を挙げる上司の被保険者記録が確認できることから、期間の特定は

できないものの、申立人が同事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、社会保険事務局の記録によれば、Ａ社が船員保険の適用事

業所となったのは、昭和 23 年５月１日であり、申立人が名前を挙げる複数の

上司及び同僚も同日以降に船員保険被保険者資格を取得していることが確認で

きる上、上記の社内通報によれば、申立人は、同事業所が船員保険の適用事業

所となる前の同年３月２日に「試雇解職」と記録されており、上記の被保険者

名簿において申立人の被保険者記録を確認することができない。 

また、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社は、昭和 18 年４月１日に労働

者年金保険（昭和 19年 10月からは厚生年金保険）の適用事業所となっており、

社会保険事務所が保管する同事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿により、

申立人が名前を挙げる上司及び同僚のうち３人の被保険者記録は確認できるも



  

のの、申立人に係る被保険者記録は確認できない上、申立人と同一職種であっ

たとする同僚（同事業所が船員保険の適用事業所とされた時に船員保険被保険

者資格を取得）及び申立人に同事業所への入社を勧めたとする同僚の被保険者

記録も確認できない。 

さらに、Ａ社は、上記の社内通報以外に申立人に係る関連資料は無いと回

答している上、申立人が名前を挙げる上司及び同僚は、既に死亡し又は所在が

確認できないことから供述を得ることができず、申立期間における勤務実態及

び事業主による船員保険料又は厚生年金保険料控除の事実について確認するこ

とができない。 

加えて、申立人が申立期間に係る船員保険料又は厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、

このほか、申立期間における船員保険料又は厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者又は厚生年金保険被保険者として申立期間に係る船員

保険料又は厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1607 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者としてその主張する標準

報酬月額に基づく船員保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年 10月１日から平成元年９月 14日まで 

 （Ａ社） 

② 平成元年 10月１日から 11年８月３日まで 

              （Ｂ社） 

③ 平成 12年 11月１日から 18年１月 15日まで 

              （Ｃ社） 

社会保険事務所に船員保険の記録を照会したところ、申立期間において、

給料に比べて標準報酬月額が低くなっていることが確認されたので、申立

期間に係る標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、社会保険事務局が保管するＡ社に係る船員保険被保

険者名簿により名前が確認できた同僚３人は、「給料に比べて標準報酬月

額が低かったようだ。」と供述しており、申立人と同様に、このうち二人

が記憶する当時の給料より、社会保険庁のオンライン記録による標準報酬

月額は低いものとなっている。 

また、同僚６人の標準報酬月額は、申立期間①において申立人と同額又

は１等級異なるのみで、かつ、申立人と同様に推移していると認められ、

申立人の標準報酬月額のみが不自然である事情はうかがえない。 

  さらに、申立人に係る標準報酬月額は、上記被保険者名簿の記録と社会保

険庁のオンライン記録は一致している。 

加えて、Ａ社は、申立期間①に係る関連資料は保管されていないため当

時のことは不明であると回答しており、事業主による船員保険料控除の事



  

実について確認することができない上、申立人は、申立期間①においてそ

の主張する標準報酬月額に基づく船員保険料を事業主から控除されていた

ことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、このほか､申立期

間①においてその主張する標準報酬月額に基づく船員保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は申立期間②の一部である平成９年１月、同

年２月、同年３月、11 年６月及び同年７月の５か月分の給与明細書を提出

しているが、当該給与明細書記載の控除保険料から算出される標準報酬月

額は、社会保険庁が記録する標準報酬月額を上回っているものとは認めら

れない。 

また、同僚７人の標準報酬月額については、申立期間②において船長で

ある申立人と同額又は申立人より低い額となっており、かつ、同様に推移

していると認められ、申立人の標準報酬月額のみが不自然である事情はう

かがえない。 

さらに、申立人と同様に、Ｂ社に係る社会保険庁のオンライン記録により

名前が確認できた同僚二人が記憶する当時の給料より、社会保険庁のオン

ライン記録における標準報酬月額は低いものとなっている。 

加えて、Ｂ社は既に船員保険の適用事業所に該当しなくなっており、事業

主は既に死亡している上、当時の事務担当者は連絡先が確認できず、この

ほか､申立期間②においてその主張する標準報酬月額に基づく船員保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ 申立期間③について、申立人は申立期間③の一部である平成 13 年１月か

ら同年８月までの期間及び 16 年８月から 17 年８月までの期間に係る給与

明細書を提出しているが、当該給与明細書記載の控除保険料から算出され

る標準報酬月額は、社会保険庁が記録する申立人に係る標準報酬月額を上

回っているものとは認められない上、Ｄ市から入手した 14 年から 17 年ま

での分に係る「給与支払報告書（個人別明細書）」によれば、記載されて

いる控除社会保険料額は、14 年、16 年及び 17 年については、社会保険庁

が記録する申立人に係る標準報酬月額に基づき算出された船員保険料の総

額と一致又はほぼ一致し、15 年については、社会保険庁が記録する申立人

に係る標準報酬月額の１等級上の標準報酬月額に基づき算出された船員保

険料の総額を上回っているものとは認められない。 

また、同僚５人の標準報酬月額については、申立期間③において船長で

ある申立人と同額又は申立人より低い額となっており、かつ、同様に推移

していると認められ、申立人の標準報酬月額のみが不自然である事情はう

かがえない。 



  

さらに、Ｃ社に係る社会保険庁のオンライン記録により名前が確認できた

同僚は、「会社の社会保険関係の事務処理はきちんとしていたのではない

か。」と供述している。 

加えて、Ｃ社は、申立期間③に係る関連資料が保管されていないため当時

のことは不明であると回答しており、事業主による船員保険料控除の事実

について確認することができず、このほか､申立期間③においてその主張す

る標準報酬月額に基づく船員保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

 

４ すべての申立期間について、社会保険庁のオンライン記録では、申立人の

標準報酬月額がさかのぼって引き下げられているなど、社会保険事務所に

おいて不合理な処理が行われた可能性はうかがえない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、すべての申立期間について船員保険被保険者としてその主張す

る標準報酬月額に基づく船員保険料を各事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1608 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年３月 20日から 36年２月９日まで              

中学校の卒業を機に学校の紹介で、昭和 35年３月 20日からＡ社に住み込

みで働いていたにもかかわらず、厚生年金保険の加入が 36 年２月からと

なっていることに納得できない。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

により名前が確認できた同僚は、「昭和 33 年ぐらいから働いていた。」と供

述しているが、同被保険者名簿では、当該同僚については、Ａ社が厚生年金保

険の適用事業所に該当することとなった昭和 34 年７月１日から約１年半後の、

申立人と同じ 36年２月 10日に被保険者資格を取得していることが記録されて

いる上、他の同僚３人についても、各人が記憶する勤務期間より社会保険事務

所が記録する各人の被保険者期間が短いことから判断すると、事業主が、すべ

ての従業員について入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いを行ってい

なかった事情がうかがえる。 

また、上記被保険者名簿では、申立人については、昭和 36 年２月 10 日に

厚生年金保険被保険者資格を取得していることが記録されており、申立期間に

おいて同被保険者記録は確認できない上、社会保険事務所が保管する厚生年金

保険被保険者台帳記号番号払出簿及び申立人が提出した厚生年金保険被保険者

証の記録と合致している。 

さらに、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社は既に厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなっており、当時の事業主及び事務担当者も既に死亡して

おり、当時の事情を聴取することができない。 



  

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   

 



  

福岡厚生年金 事案 1609 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正９年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 20年 11月ごろから 21年 10月ごろまで 

         ② 昭和 23年４月ごろから 24年 10月ごろまで 

    申立期間①については、終戦までＡ県において兵役に就き、復員後にＢ工

場（現在は、Ｃ社）に勤務した。申立期間②については、Ｄ工場に勤務し

た。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、社会保険事務所の記録によると、申立人が勤務し

ていたとするＢ工場が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 24 年

８月１日であり、当該期間において厚生年金保険の適用事業所としての記

録は確認できない。 

  また、当時の事業主は既に死亡している上、申立人は、当該期間当時の同

僚等の氏名を記憶しておらず関係者の供述を得ることもできないことから、

当該期間における勤務実態及び事業主による厚生年金保険料控除の事実に

ついて確認することができない。 

  

２ 申立期間②については、社会保険事務所の記録によると、申立人が勤務し

ていたとするＤ工場は、厚生年金保険の適用事業所としての記録は確認で

きない上、事業所の名称が類似するＥ社工場は、昭和 28 年９月１日に厚生

年金保険の適用事業所となっていることは確認できるが、当該期間におい

て厚生年金保険の適用事業所としての記録は確認できない。 

また、申立人が申立事業所の所在地として挙げているＦ市において、事

業所の名称が類似すると思われるＧ社Ｈ支店に係る健康保険厚生年金保険



  

被保険者名簿には、申立人及び申立人が名前を挙げた二人の同僚の被保険

者記録は確認できない。 

さらに、Ｇ社Ｈ支店は、既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなく

なっており、事業主も既に死亡していることから供述を得ることができな

い上、当該被保険者名簿において当該期間に被保険者記録がある 106 人の

うち、連絡先が確認できた９人に照会したところ、回答があった５人のう

ち一人から、当該事業所の工場において作業指導を行っていたとする具体

的な申立内容と符合する供述が得られ、他の一人から当該事業所は申立期

間②当時、Ｄ工場と称していたとする供述が得られたことから、当該事業

所が申立事業所ではないかとの可能性はうかがえるものの、これらの５人

の同僚はいずれも申立人を知らないと供述していることから、当該期間に

おける勤務実態及び事業主による厚生年金保険料控除の事実について確認

することができない。 

加えて、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者記号番号払出

簿により、当該期間について、申立人の被保険者記号番号が払い出されて

いる記録は確認できない。 

  

３ 申立人が両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1610 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和８年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年 11月１日から 28年９月８日まで 

             ② 昭和 28年９月 11日から 32年２月 17日まで 

Ａ社Ｂ工場及びＣ事務所に勤務した期間について、脱退手当金を受給した

記録になっているが、当時は年金の「ね」の字も知らず、聞いたこともな

かった。脱退手当金の受給は無論、その手続をした記憶も無いので、両申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金については、社会保険庁が保管する申立人の厚生年

金保険被保険者台帳（旧台帳）では、申立人に対して脱退手当金を支給したこ

とを示す支給金額、支給決定年月日が記載されていることが確認できるととも

に、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、Ｃ事務所に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 32年３月 21日に支給決

定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、社会保険事務所が保管するＣ事務所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿により、申立人が勤務していた同事業所において、申立人の厚生年金保

険被保険者資格喪失日である昭和 32年２月 17日前後に被保険者資格を喪失し、

かつ、脱退手当金の支給記録がある女性被保険者７人について確認したところ、

同事業所が最終事業所である４人については、いずれも脱退手当金の支給記録

があり、支給決定は、被保険者資格を喪失してから約２か月から６か月後と

なっており、請求手続の時期が退職後間もないころであること、及び申立人の

脱退手当金が支給決定された当時は通算年金制度創設前であり、同僚からも同

事業所が脱退手当金の代理請求を行っていなかったとする供述は得られないこ

とを踏まえると、同事業所においては、事業主による代理請求が行われていた



  

可能性が高いものと考えられる。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立

期間である２回の被保険者期間が同一の記号番号で管理されているにもかかわ

らず、申立期間後の被保険者期間は別の記号番号となっており、脱退手当金を

受給したために番号が異なっているものと考えるのが自然である上、申立人か

ら聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1611 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 23年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年３月 26日から 44年３月 26日まで 

昭和 54 年に私の年金記録がおかしいことに気付き、社会保険事務所に調

べてもらった結果、同年 11 月 15 日付けの社会保険事務所長名の「厚生年

金保険被保険者に関する記録事項確認票」により、私の厚生年金保険被保

険者資格取得日が 43 年３月 26 日であることが確認され、年金記録が訂正

されているものと思っていた。しかし、今回の厚生年金保険の期間照会に

ついての回答では、従来どおり 44 年３月からの被保険者記録となっており、

納得できない。 

昭和 54 年の上記の確認票に私の被保険者資格取得年月日を記載する際に、

それを証明する何かしらのものがあったはずであり、それが現在までの間に

故意に抹消されたと思わざるを得ない。40 年以上前のことで、証明する書

類が一切無いことが残念である。 

上記の確認票に記載されている厚生年金保険被保険者資格取得日のとおり

に、申立期間の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同期入社であったとする複数の同僚は、「入社は昭和 44 年３月で

あり、同時に厚生年金保険の被保険者資格を取得した。」と供述している上、

申立人が昭和 43 年３月に入社したとする同僚は、「申立人は、私が入社して

１年ぐらいして入社した。」と供述しており、申立人の年齢及び同じ学校を卒

業したとする同僚の供述から判断すると、申立人が入社したのは 44 年３月で

あり、申立期間においては在学中であったと考えられる。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿を確認したものの、申立人の被保険者資格取得日は昭和 44年３月 26日であ



  

り、申立期間において申立人の被保険者記録は見当たらず、健康保険の整理番

号にも欠番は無い上、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者手帳記

号番号払出簿から、申立人の同記号番号は、Ａ社における資格取得年月日を同

年３月 26 日として払い出されていることが確認でき、同記号番号前後の被保

険者の記号番号の払出時期からみても、申立人の同記号番号が 43 年に払い出

されたものとは考え難い。 

さらに、公共職業安定所の雇用保険被保険者記録においても、申立人の被

保険者資格取得日は昭和 44年３月 26日であり、厚生年金保険の被保険者資格

取得日と一致しているとともに、社会保険事務所は「申立人の被保険者資格取

得及び喪失については社会保険庁の記録に相違なく、昭和 54 年 11 月 15 日付

け確認票の記載誤りと思われる。」と回答しており、申立人が所持している

「厚生年金保険被保険者に関する記録事項確認票」の資格取得年月日は、確認

時に誤記されたものと推認できる。 

加えて、Ａ社は、平成 15 年９月に厚生年金保険の適用事業所でなくなると

同時に解散している上、当時の事業主は既に死亡していることから、申立期間

における勤務実態及び事業主による厚生年金保険料控除の事実について確認す

ることができない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人の申立

期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1612 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日  ： 昭和 21年生  

    住    所 ：   

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成元年 11月１日から 10年１月 17日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤

めていた申立期間において、給与額が減額された記憶が無いにもかかわら

ず、申立期間の標準報酬月額がそれまでの47万円から32万円に減額されて

いることが確認できたが、給与から差し引かれていた厚生年金保険料に変

更があった憶
おぼ

えは無いので、申立期間の標準報酬月額を給与額に見合う額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する平成９年分の給与所得の源泉徴収票によれば、社会保険料

等の金額が52万4,160円と記載されていることが確認でき、この金額は、健康

保険料及び厚生年金保険料の標準報酬月額を32万円、雇用保険の賃金額を52万

8,000円として算出した各保険料の合計額と一致している。 

また、Ａ社の元代表取締役から聴取したところ、「申立人の標準報酬月額

変更の届出をどのように行っていたかは不明である。」と供述しているもの

の、当該源泉徴収票により、事業主が申立人の厚生年金保険の標準報酬月額

を32万円として社会保険事務所に届け出ていることがうかがえる。 

このほか、申立人のＡ社における報酬月額が、申立人の主張のとおり、32

万円を超える額であったことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1613 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月１日から同年 10月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）からの社命で、「Ｃ社という会社で一定期間、働

いてくれ。その後は、Ｄ社の地域本社（Ａ社及びＣ社の関連会社の地域本

社）に必ず入社させる。」と言われ、転籍することになったが、厚生年金

保険被保険者記録について社会保険事務所に照会したところ、申立期間に

ついて加入記録が無いとの回答を得た。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立内容及びＣ社における同僚の供述等から判断すると、期間の

特定はできないものの、申立人が申立期間において同事業所に勤務していたこ

とを推認することができる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿には、申立人の被保険者記録は確認できない上、複数の同僚

の供述から推測される当時の女性事務社員のうち、二人の被保険者記録につい

ても確認できないことから、事業主は、すべての従業員を一律に厚生年金保険

に加入させる取扱いを行っていなかった可能性もうかがえる。 

また、公共職業安定所の申立人に係る雇用保険被保険者記録においても、

申立人が申立期間前後に厚生年金保険被保険者記録がある事業所については、

雇用保険被保険者記録がある一方、申立期間については申立人の雇用保険被保

険者記録は確認できず、厚生年金保険の被保険者記録と一致している。 

さらに、Ｃ社は、「申立人に係る関連資料が無く、申立期間に係る申立人

の給与からの厚生年金保険料控除については、不明である。」と回答している

上、連絡が取れた複数の同僚調査においても、申立人の厚生年金保険の適用状



  

況に関する具体的な供述は得られないことから、申立期間における事業主によ

る厚生年金保険料控除の事実について確認することができない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1614 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 11年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30年４月 27日から同年５月 28日まで 

② 昭和 30年８月１日から同年９月１日まで 

申立期間①については、昭和 23 年にＡ社に就職したが、Ｂ鑛業所（社会

保険事務所の記録では、Ａ社Ｃ炭坑）に勤務していた 30 年５月 27 日に、

倒産により解雇となったが、厚生年金保険の資格喪失日は同年４月 27 日と

なっている。 

申立期間②については、Ａ社の事業を引き継いだＤ町（現在は、Ｅ市）

に所在するＦ社（社会保険事務所の記録では、Ｆ社Ｇ鑛業所）に昭和 30 年

８月１日付けで採用されているにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者

資格取得日は同年９月１日となっている。 

解雇通知書、採用通知書及び辞令により、勤務していたことは間違いな

いので、両申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ａ社が交付した昭和 30年５月 25日付けの解雇通

知書により、申立人が同年５月 27 日付けで解雇され、同日まで同社に勤務

したことが推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によると、Ａ社Ｃ炭坑は、昭和 30

年４月 27 日に、厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、社

会保険事務所が保管するＡ社Ｃ炭坑の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

（以下「被保険者名簿」という。）の申立人の資格喪失日欄には同年４月

27日と記載されていることが確認できる。 

また、商業登記簿謄本により、Ａ社は昭和 30 年４月 28 日に解散してい

ることが確認でき、当時の事業主は既に死亡しており供述を得ることがで



  

きないことから、当該期間における勤務実態及び事業主による厚生年金保

険料控除の事実について確認することができない。 

 

２ 申立期間②については、Ｆ社が交付した昭和 30年７月 30日付けの採用通

知書及び同年８月１日付けの辞令により、申立人が同年８月１日から同社

に勤務したことが推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によると、Ｆ社Ｇ鑛業所は、昭和

30 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当している上、同社が作成

した「健保・厚生被保険者台帳」の申立人の資格取得日は、社会保険事務

所が保管するＦ社Ｇ鑛業所の被保険者名簿に記録されている申立人の資格

取得日（昭和 30年９月１日）と一致している。 

また、社会保険事務所の記録によれば、Ｆ社Ｇ鑛業所は、昭和 39 年７月

18 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、上記の「健

保・厚生被保険者台帳」以外の資料が保管されていないため、当該期間に

おける勤務実態及び事業主による厚生年金保険料控除の事実について確認

することができない。 

 

３ 両事業所の被保険者名簿から確認できる同僚のうち、一部の者から被保険

者となっていない期間についても継続して勤務していたとの供述が得られ

るものの、これらの者を含む複数の同僚の記録は、申立人と同一の被保険

者資格喪失日、及び再取得日となっており、保険料控除についても明確な

供述を得ることができない。 

また、申立人が両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い上、給与か

ら厚生年金保険料を控除されていたことについての具体的な記憶が申立人

には無く、このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を

各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1615 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和36年６月１日から40年10月８日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を確認したところ、勤務した

ことのあるＡ社に係る記録が確認できない旨の回答であった。私は後に自

営業を立ち上げたが、同社は自営業の仕事の基礎を学んだ事業所であり、

勤務していたことに間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期

間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、Ａ

社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、申立期間中の昭和39年８月１日

であることが確認できる上、同日に厚生年金保険の被保険者資格を取得した13

人については、社会保険庁のオンライン記録によれば同日以前の期間にＡ社に

係る厚生年金保険被保険者期間は確認できない。 

また、同僚から聴取したところ、「Ａ社においては、申立人のような若い

職人は厚生年金保険には加入させていなかったと思う。」旨を供述している上、

複数の者が同社には20人以上の従業員がいたと記憶しているところ、同社が厚

生年金保険の適用事業所となった際の被保険者資格取得者が13人のみであるこ

とを踏まえると、同社においてはすべての従業員を厚生年金保険に加入させる

取扱いではなかったことがうかがえる。 

さらに、当該被保険者名簿では、申立期間において申立人に係る被保険者

記録は確認できず、健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録

が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立



  

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1616 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和８年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和 24年３月から 28年７月まで 

Ａ市のＢ工場に昭和 24 年３月から 28 年７月まで勤務していたが、勤務

している途中に株式会社になったので、厚生年金保険に加入していたと思

う。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の具体的な供述及び同僚の供述から判断すると、期間の特定はできな

いものの、申立人がＢ工場に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によれば、Ｂ工場（昭和 36 年 11 月

11 日付け事業所名称の変更後は、Ｃ社。ただし、法人登記は 33 年 11 月 21 日

付け）は昭和 33年 11月１日に厚生年金保険の適用事業所となっているところ、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で確認できる同僚は、「昭和

33 年１月から当該事業所で勤務していたが、同年 11 月１日に厚生年金保険に

加入した。」と供述しており、当該同僚の二人の先輩及び数か月後に就職した

後輩についても同日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

また、当該事業所は、平成５年 10 月 31 日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、昭和 33年 11月以降に取締役に就いた事業主の子は、当時

の関連資料を保管していないと回答している上、事業主は死亡しており供述を

得ることができないことから、申立期間における勤務実態及び事業主による厚

生年金保険料控除の事実について確認することができない。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 1617 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年 10月１日から 28年 12月まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答があった。勤務して

いたことは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社が解散したと思われる昭和 28 年ごろまで勤務していたと主

張しているところ、法人登記簿によると、同社は 26年２月 20日に解散してい

ることが確認できる。 

また、社会保険事務所の記録によれば、当該事業所は既に厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主にも照会することができな

い上、同事業所に勤務していた申立人の同僚二人は、いずれも、「申立人に係

る記憶は無く、当時の厚生年金保険の適用に関する情報については分からな

い。」と供述しているほか、申立人が名前を挙げた同僚からは連絡先不明等に

より供述を得ることができないことから、申立期間における勤務実態及び事業

主による厚生年金保険料控除の事実について確認することができない。 

さらに、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿では、申立人の被保険者資格喪失日は昭和 25年 10月１日となって

いることが確認できる上、同名簿において被保険者記録が確認できる全従業員

15 人について、被保険者資格の喪失日を確認したところ、ⅰ）同事業所が厚

生年金保険の適用事業所に該当しなくなった同年 11 月１日が１人、ⅱ）申立

人の資格喪失日と同日である同年 10 月１日が５人、ⅲ）同年９月１日が６人

となっており、残りの３人は同日より前に資格喪失していることが確認できる。 



  

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1618 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年７月１日から 53年３月 31日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社（本社

は、首都圏）のＢ支社で、販売・開発担当として勤務していた申立期間に

係る被保険者記録が無いとの回答があった。勤務していたことは事実であ

るので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

公共職業安定所の記録によれば、申立期間のうち、昭和 52 年 10 月 16 日か

ら 53 年２月７日までの期間について、申立人のＡ社における雇用保険被保険

者記録が確認できることから、申立人が同事業所に勤務していたことが認めら

れる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によれば、当該事業所は既に厚生年

金保険の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主は死亡しているた

め、当時の取締役二人に照会したところ、それぞれ、「機器部門は、当時の社

長が単独で運営しており、本社の事業とは直接の関係は無かった。」、「当時

の関係資料等は保存していない。機器部門に関しては、給与計算は本社で行っ

ていたが、嘱託契約者であれば、社員としての身分は無く、厚生年金保険の加

入手続は行っていなかったと思う。」と回答している。 

また、当該事業所に勤務していた申立人の同僚は、「時期的に、私が申立

人を面接採用したと思われるが、申立人の名前については記憶していない。開

発担当はそれぞれ単独で営業しており、給与は基本給と機器の販売等による実

績給であったが、当時の厚生年金保険の加入手続については分からない。」と

供述していることから、申立期間における勤務実態及び事業主による厚生年金

保険料控除の事実について確認することができない。 



  

さらに、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。一方、

同名簿において申立期間における健康保険の整理番号に欠番が無いことから、

申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1619 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和２年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19年１月３日から同年６月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に定期採用で入社し、昭和 19 年１月３日から関連

会社のＣ社に配属された。その後、同社が閉鎖になり、20 年５月１日にＤ

炭坑に出向するまで確かに同社に勤務していたので、申立期間を厚生年金

保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＣ社に勤務した後に配属された同社の関連会社であるＥ社Ｆ鉱業

所発行の職歴証明書により、申立人が、申立期間にＣ社に勤務していたことは

推認できる。 

しかしながら、申立人と同日付けでＡ社に入社し、関連会社のＣ社に配属

されたとする３人の同僚は、申立人と同じく昭和 19 年６月１日に労働者年金

保険（昭和 19年 10月からは厚生年金保険）の被保険者資格を取得しているこ

と、及び申立人が入社する前の 17 年に入社したとする同僚も申立人と同日の

19 年６月１日に被保険者資格を取得している上、同事業所が同日に、他の時

期に見られない 192人の多数の従業員に厚生年金保険の被保険者資格を取得し

ていることが確認できる。 

また、社会保険事務所が保管するＣ社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿では、申立期間における申立人の被保険者記録は確認できず、同名簿におい

て申立期間における健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録

が欠落したものとは考え難い上、関連会社である４事業所の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿でも、申立期間における申立人及び申立人が名前を挙げる同

僚の被保険者記録は確認できず、これらの被保険者名簿においても申立期間に

おける健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したも



  

のとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 


